
 

「水質汚濁防止法に基づく排出水の排出の規制に係る基準等の見直しについて（報告案）」

に対するパブリックコメントの実施結果について  

   

Ⅰ．概要  

環境省において「令和５年度大腸菌群数の排水基準等の見直しに係る検討会」を開

催して検討した結果を踏まえて取りまとめた、「水質汚濁防止法に基づく排出水の排出

の規制に係る基準等の見直しについて（報告案）」について、以下のとおり意見募集を

行い、その結果を以下のとおり取りまとめました。  

  

・意見募集期間 ：令和５年９月 20 日（水）～令和５年 10 月 19 日（木）  

・告知方法     ： 電子政府の窓口（e-Gov）、環境省ホームページ、記者発表  

・意見提出方法 ：電子政府の総合窓口（e-Gov）の「意見提出フォーム」、郵送  

  

Ⅱ．意見の提出状況  

○意見提出者数：１３名・団体 （意見件数：２５件） 

所属分類 意見提出者数（団体・個人）  

事業者団体   ０  

民間事業者   １  

地方自治体   １  

市民団体・その他の団体  ０  

個人  ４  

不明  ７  

合 計  13 

 ※個人の意見か組織の意見かは明らかでないが、上記分類は氏名又は住所に 

記載されていた所属を元に分類を行ったものである。、  

  

Ⅲ．お寄せいただいた意見とこれに対する考え方 

別紙のとおり  

 

 

参考資料２ 



１．はじめに 

番号 御意見の概要 御意見への対応（案） 

１ 

報告書Ｐ１の記載について。 

・諮問は合議制の機関である中央環境審議会に対して行うのであり、「中央

環境審議会に対して」と記載すべき。 

・懇談会等行政運営上の会合については、「いかなる文書においても、当該

懇談会等を『設置する』等の恒常的組織であるとの誤解を招く表現を用いな

い」（審議会等の整理合理化に関する基本的計画）ものであり、「を開催し

て」と記載すべき。 

・「検討を行った 。」と記載があるが、句点の前の不要な空白は削除すべ

き。 

  

御意見を踏まえ修正します。 

２ 

中央環境審議会に諮問したのであれば中央環境審議会で議論を行うべきであ

り、行政運営の透明化の観点から、別に検討会を開催した理由を報告書上明

らかにすべき。 

 

御意見を踏まえ修正します。 

 

２．生活環境項目としての排水基準の大腸菌群数の見直しについて   

番号 御意見の概要 御意見への対応（案） 

３ 

大腸菌の排水基準は、環境基準の達成状況を確認したうえで、その基準を達

成するための基準値を設定すべき。  

環境基準と排水基準のふん便汚染に関する指標が異なると環境基準の達

成状況の評価が困難であり、排水基準について環境基準と同一の指標へ

見直すことを検討しております。 

  

 

 

 

別紙 



３．大腸菌数の許容限度等設定の検討について 

番号 御意見の概要 御意見への対応（案） 

４ 

大腸菌群数と大腸菌数との比較において大腸菌群数 3,000 個／cm3 程度のデ

ータが少なすぎる。 

大腸菌群数 3000 個/cm3前後のデータを数多く取り、決定するのが妥当と考

える。 

  

弊省で得られた結果（885 CFU/ml）は複数の業種において大腸菌群数が一

定数（100 個/ml）以上の試料に対する大腸菌数の存在比の平均値から算定

しており、また、国土交通省が開催した「下水道における水系水質リスク

検討会」において示された放流水の大腸菌群数と大腸菌数の関係の検討結

果も同程度の結果であったことから、885 CFU/ml は妥当な数値であると考

えております。 

また、２つの検定方法で得られた結果の差を考慮しなければならないよう

な明確な差ではないと考えております。 

なお、御指摘のとおり大腸菌群数に対する大腸菌数の存在比のばらつきが

生じることは承知しておりますので、施行後に特定事業場から排出される

大腸菌数の排出量について、業種ごとの実態を把握するとともに、実態に

即した排水管理手法等について必要に応じて周知を図ることといたしま

す。 

５ 

大腸菌群数 3,000 個/cm3相当の大腸菌を求めるとしているのに対し、885 

CFU/ml は妥当ではない。 

管理する下水処理場（標準活性汚泥法、次亜塩素酸ナトリウム消毒）にお

いて、大腸菌群数に対する大腸菌数の存在比の平均値は 0.318、最大値

0.60 となった（データ数 39）。なお、更に年間を通したデータを収集した

場合、更に高い存在比が記録される可能性がある。 

また、令和５年度 大腸菌群数の排水基準の見直しに係る検討会で示され

た参考資料３によると、大腸菌数の MF 法に対する混釈放の比の平均が 1.06

となったとされており、その点も加味した 885 CFU/ml に 1.06 を掛けあわ

せた値を基準値の根拠とすべき。 

  

  



番号 御意見の概要 御意見への対応（案） 

６ 

885 から 800 への切り下げの幅は約 1 割となり、相当する大腸菌群数に戻す

と許容限度が 2,700 個/cm3 に下げられることに等しくなると考えます。 

885 から 800 への切り下げを妥当とする又は必要とする根拠が不明ですの

で、大腸菌の許容限度は現行の大腸菌群数の許容限度 3,000 個/cm3に相当

する 885 CFU/ml、切り下げたとしても 880 CFU/ml までとすることが適切で

あると考えます。 

  

これまで細菌関係の基準値は有効数字１桁で定めているところであり、ま

た、細菌関係の測定の科学的特性（計数データが対数正規分布となる）な

どから、今回の見直しにおいても大腸菌数の許容限度は有効数字１桁で定

めることが妥当であると考えています。 

また、排水実態調査において 800 CFU/ml を超える結果はなく、現在の排水

処理方法において十分に遵守可能な値であることなどから、大腸菌数の許

容限度を 800 CFU/ml とすることは妥当であると考えております。 

７ 

大腸菌群数 3,000 個/cm3相当の大腸菌を求めるとしているのに対し、885 

CFU/ml を切り捨て 800 CFU/ml とするのは規制強化になる。 

残留塩素により水環境への影響が生じる可能性に配慮し、大腸菌群数 3000 

個/cm3以下を確保しうる必要最小限の次亜塩素酸ナトリウムの注入にとど

める運転管理を行っている。885 CFU/ml を切り捨て 800 CFU/ml の排水基準

となることにより、次亜塩素ナトリウムの使用量が増加することが予測さ

れるが、次亜塩素酸ナトリウムの使用量が増加する事態は回避したい。 

  

 

別紙 大腸菌数の検定方法 

番号 御意見の概要 御意見への対応（案） 

８ 

１ 試薬（5）,(6)における塩酸の記述について、塩酸を何に使用するかが

他の部分から読み取れないが記載は必要か。 

  

御意見を踏まえ記載を削除します。 

９ 

１ 試薬 (11) 希釈水に「滅菌りん酸塩緩衝希釈水、滅菌生理食塩水のい

ずれかとする」とあるが、滅菌リン酸緩衝生理食塩水（PBS）を用いること

は許容されるか。 

  

滅菌リン酸緩衝生理食塩水に関する測定結果への影響については精度確認

を行っていないため、原案のままとさせていただきます。 

 



番号 御意見の概要 御意見への対応（案） 

10 

１ 試薬 (11)（注 1）に「これと同等以上の品質、性能を有すると確認さ

れた培地」とあるが、「同等以上」と評価するための基準、評価方法等をご

教示いただきたい。 

大腸菌数を測定可能な 特定酵素基質寒天培地は複数市販されており、原案

においてはその一例を示していることから、例示の追記は不要と考えま

す。 

なお、同等以上の品質、性能を有すると確認された培地については、具体

的手順を記載することはいたしませんが、必要に応じて関係する技術資料

などを参照され、同等性評価を実施いただくことが適当と考えます。 

11 

別紙に示された組成の培地以外の異なる種類の培地を使用すると、同一試

料においても結果に差異が生じるケースがあると考えられ、結果の同等性

が認められない可能性があると危惧しております。可能であれば別紙に、

一般に入手ができる「同等以上の品質、性能を有すると確認された培地」

について具体例を明示して頂けると、培地の選択性や結果の精度が高まる

と思います。ご検討のほどお願い致します。 

12 

大腸菌群数の測定法方法「下水の水質の検定方法に関する省令」の手引書

である下水試験方法（公益社団法人日本下水道協会）には、残留塩素を含

む試料を分析する場合は、チオ硫酸ナトリウム等により中和を行う旨記述

がある。中和をすべきか否かを明示しない場合、取扱いが統一されず得ら

れる結果が検査機関ごとに違ってしまう可能性が大きい。 

試料の採取及び保存において残留塩素を含む試料を分析する場合に中和を

すべきか否かを記載すべき。 

大腸菌数の検定方法についても「下水の水質の検定方法に関する省令」を

引用する予定であることから、御指摘いただいた点については今後、国土

交通省と整理させていただきます。 

13 

ある希釈段階まではペトリ皿のコロニー数が 200 個を超え、その希釈段階

より一段高い希釈段階以降は 20 個未満の場合どうするのかが明示されてい

ない。また、望ましい 30～100 個のペトリ皿と許容される 20～200 個のペ

トリ皿が同時に得られた場合、計数時はどうするのか明示されていない。

４試験操作(5)における菌数の計数に説明を追加すべき。 

試料を希釈する場合の目標の目安として 30～200 個、コロニー計数する場

合の理想的な目安として 30～100 個、コロニー計数における許容範囲とし

て 20～200 個を想定しております。 

コロニー数の記載については原案のままとさせていただきます。 

14 

４ 試験操作において 30～200 個程度、30～100 個程度、20～200 個と３種

類の記載があり混乱を招くため、試験操作において採用するペトリ皿内の

コロニー数を明確化すべき。 

（２件） 



番号 御意見の概要 御意見への対応（案） 

15 

4 試験操作 (5)菌数の計数に「(注 12)得られた全ての結果（希釈試料の場

合には、コロニー数が 20～200 個のもの）を算術平均する」との記載があ

りますが、以下の場合に、具体的にどのように算術平均をするか、計算式

も含め、ご教示ください。 

ア 希釈倍率 10 倍で２枚のペトリ皿、100 倍の希釈倍率で２枚のペトリ皿

で試験を行い（以下のイ、ウ、エも同様）、そのうち３つのペトリ皿（10

倍希釈で２枚、100 倍希釈で 1 枚）においてコロニー数が 20～200 個の範

囲であった場合（20～200 個の範囲であった３枚のペトリ皿について、４

(5)(b)の式に従って大腸菌数を算出し、３枚の結果を算術平均するとい

うことか、それとも、同一の希釈倍率で２枚のペトリ皿が 20～200 個の

範囲であった希釈倍率の結果を算術平均するのか） 

イ 異なる希釈倍率の４枚（10 倍×２枚、100 倍×2 枚）が全て 20～200 個

の範囲にあった場合 

ウ 異なる希釈倍率の各１枚（10 倍×1 枚、100 倍×1 枚）が 20～200 個の

範囲にあった場合 

エ 同一希釈倍率の１枚のみ（10 倍×1 枚）が 20～200 個の範囲にあった

場合 

オ 希釈無しで２枚のペトリ皿、10 倍の希釈倍率で２枚のペトリ皿で試験

を行い、10 倍の２枚が 20～200 個の範囲であった場合（希釈無しの２枚

の個数によらず、希釈無し２枚と 10 倍の希釈倍率の２枚を算術平均する

のか、希釈していない試料についてどのように取り扱うべきか） 

  

培養後の結果の取扱いについては、現行の大腸菌群数の結果の取り扱いか

ら変更するものではありません。 

例示いただいたものについては、20～200 個の範囲で２個以上の結果が得

られた希釈段階のうち、最も希釈段階の低いものを採用されることが一般

的だと思われますが、実際に試験結果を整理する際には、その目的や方法

に応じて御判断ください。 

  



番号 御意見の概要 御意見への対応（案） 

16 

４ 試験操作 (6)空試験について、「培養に用いた検水と同量の希釈水を用

い、」とあるが、空試験では必ず希釈水を使用しなければならないか。 

 排水中の大腸菌数については、残留塩素が効いている試料を測定するこ

とがほとんどだと思われ、試料の希釈操作は基本発生しないと思われる。

その際、別紙に沿う形で試験を行うとすると、空試験のためだけに希釈水

を準備する必要が出てくるため、ペトリ皿に検水無しで培地のみ培養とい

う形でも空試験の一例として認めて頂きたい。 

  

試験に用いる水の取扱いにおける汚染の可能性の確認も含めた空試験と考

えており、培養に希釈水を用いない場合であっても原案のままとさせてい

ただきます。 

17 

４ 試験操作 (6)空試験に「結果を整理しておくこと」とあるが、具体的に

どのようなことを想定されているのかご教示いただきたい。 

  

各試験機関の試験環境の精度管理の一つとしてお考えいただければと存じ

ます。 

18 

環境水の場合、全平板が 20～100 の範囲に入らない場合は、原液のコロニ

ー数を数え、実数で報告することになっていますが、工場排水の場合はど

のように報告すれば良いのか。 

また、報告にあたっての有効数字桁数、平均値の丸め方（四捨五入か、JIS

規格か。）、平均値算出後の報告下限値の桁を下回る桁が残る場合はどう処

理すれば良いのか。 

  

排水基準の検定方法において御指摘の点は定めておりません。 

必要に応じて御判断ください。 

19 

4 試験操作 (5)菌数の計数 - (b) 

 希釈倍率 1 倍、計数値が 0 の場合、式の計算の通り表現すると、報告値

は 0 CFU/ml となるが、本試験方法の報告下限値の表示は、「0 CFU/ml」か

「1 CFU/ml 未満」、あるいは適正範囲下限の「20 CFU/ml 未満」いずれにな

るのか(もしくはそれ以外か)明示いただきたい。 

 

排水基準の検定方法において御指摘の点は定めておりません。 

各都道府県において定められた数値の取扱方法も参照し、必要に応じて御

判断ください。 

  



番号 御意見の概要 御意見への対応（案） 

20 

これまで、排水基準を定める省令の規定に基づく環境大臣が定める排水基

準に係る検定方法（環境庁告示第 64 号）では大腸菌群数の検定着手につい

ては、試料採取後９時間以内に着手とされています。 

今回の見直しで、大腸菌数では試料採取後 12 時間以内に試験するとされて

います。この試験着手までの時間が変更された理由をお示し願います。 

  

大腸菌数についてはこれらと同じ条件としています。 

・環境基準の大腸菌数の測定方法において、試料採取後直ちに試験ができ

ないときは、０～５ ℃（凍結させない）の暗所に保存し、９時間以内に

試験することが望ましく、12 時間以内に試験するとしている。 

・下水道法施行規則第４条の３第２項の規定に基づき国土交通大臣が定め

る方法（平成 20 年３月 21 日国土交通省告示第 334 号）における大腸菌

数の測定において、採取後 12 時間以内に測定に着手することとされてい

る。 

・水質基準に関する省令の規定に基づき厚生労働大臣が定める方法（平成

15 年厚生労働省告示第 261 号）及び、水質汚濁に係る環境基準（昭和 46

年 12 月環境庁告示第 59 号）においても 12 時間以内に着手することとさ

れている。 

なお、試料採取から検定着手までの試料の保存に関する考え方は従前のと

おりです。 

21 

試料の採取及び保存について、12 時間以内に試験着手ができないケースが

多く考えられる。 

現在の検定方法（昭和三十七年厚生省・建設省令第一号下水の水質の検定

方法等に関する省令）では、「五度以下零度以上の暗所に保存すること」を

条件として試験着手 12 時間以内という制限が緩和されているので、同様の

緩和条件を規定しないと試験条件からの逸脱が多く発生し、発注者側・試

験所側に問題が生じると考える。 

改定される検定方法にも現行と同等の試料の保存の規定を追加することが

必要ではないか。 

  

 

その他 

番号 御意見の概要 御意見への対応（案） 

22 

放流水の大腸菌群数の基準が定められている法令（例えば下水道法施行

令、建築基準法施行令、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則、一

般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を

定める省令など）についても、今回の法改正と同様に大腸菌数に置き換わ

るのか。 

  

各法令の改正については、各法令における必要性に応じて検討されるもの

と考えます。 

  



番号 御意見の概要 御意見への対応（案） 

23 

排水基準がある特定事業場において、以下の場合は大腸菌数が適用される

のか 

 ・入浴施設のみの排水が処理施設（浄化槽等）を通じて排水される場合 

 ・厨房施設のみの排水が処理施設を通じて排水される場合 

 ・その他、各食料品製造業のうち上記と同様に適用される業種 

  

大腸菌数の排水基準は業種等に関わらず、一日当たりの平均的な排出水の

量が 50 立方メートル以上である特定事業場から排出される排出水に適用さ

れます。 

24 

本件は下水処理放流水による感染リスクに関わる内容ですが、ビストロ下

水道などのプロジェクトで取り組まれている下水処理水の有効利用の方向

性にも反しない内容とする必要があると考えます。下水処理水を農業用水

として再利用する際には、塩素系消毒剤の使用は栄養塩濃度の低下につな

がることから適当でないと考えられ、紫外線処理やオゾン処理などの導入

はコスト増により下水処理水の有効利用を妨げることになります。放流先

の種類によって規制の免除を可能とする枠組みが必要ではないでしょう

か。ご検討いただけますと幸いです。 

  

今後の排水対策の検討にあたり参考とさせていただきます。  

 

 

 

 


